
学生への経済的支援の在り方に関する検討会の開催について 

 

   平成２５年４月４日 

高等教育局長決定 

 

１．趣旨 

 昨今の我が国の学生の置かれた経済的状況及び諸外国の施策の動向等を踏

まえ、学生への経済的支援の在り方について総合的な検討を行う。 

この検討に当たり、学生への経済的支援の在り方に関する有識者検討会（以

下、「検討会」という。）を以下の要領にて開催する。 

 

２．検討事項 

① 学生への経済的支援の意義 

② 経済的支援の在り方 

③ 所得連動返済型奨学金の具体化 等 

 

３．実施方法 

検討会は別紙に定める有識者により構成する。 

 

４．設置期間 

平成 25 年４月４日から平成 26 年３月 31 日までとする。 

 

５．庶務 

会議に関する庶務は、必要に応じて大学振興課、国立大学法人支援課及び

私学部の協力を得て、学生・留学生課において処理する。 
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学生への経済的支援の在り方に関する検討会 構成員 

 

 

 相川 順子  一般社団法人全国高等学校 PTA 連合会 会長  

 奥舎 達典  公立大学法人新見公立大学 理事・事務局長  

◎小林 雅之  国立大学法人東京大学大学総合教育研究センター 教授  

 中村 徹   学校法人中村学園 理事長、専門学校静岡電子情報カレッジ及

び静岡福祉医療専門学校 校長   

 濱田 勝宏  学校法人文化学園大学 理事・副学長  

 樋口 美雄  学校法人慶應義塾大学商学部 教授  

 前原 金一  公益社団法人経済同友会 副代表幹事・専務理事  

 松本 宏   公益財団法人電通育英会 理事長  
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